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財務書類４表の作成にあたって 

  

 地方公共団体の財務会計は、年度単位を基本とする現金主義がとられており、その年

にどのような収入があり、それをどのように使ったかといった現金の動きがわかりやす

くなっています。しかしながら、町が整備してきた資産や借入金などの負債にかかるス

トック情報（建設事業費や積立金、地方債の元金償還金等）や行政サービス提供のため

に発生したコスト情報（人件費や物件費、維持補修費等）の不足といった弱点がありま

した。そこで、企業会計的な手法を取り入れ、従来の弱点を補う形にしたものが、新地

方公会計制度の財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資

金収支計算書）です。 

 平成１７年１２月２４日「行政改革の重要方針」の閣議決定後進められた地方公会計

改革では、「資産・債務改革への取組み」が地方公共団体に求められ、平成１８年８月

に総務省において策定された「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

針」により、普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表を整備するよう方針が示さ

れています。  

こうした流れを受け周防大島町では、町の財政状況を町民の皆様により詳しく知って

いただくため、平成２０年度決算より普通会計財務書類４表及び連結財務書類４表を作

成し、公表しています。財務書類の作成方式には「総務省方式改訂モデル」と「基準モ

デル」の二つの方式がありますが、他団体との比較資料としての有効性等の観点から、

より多くの団体が選定している「総務省方式改訂モデル」にて作成しています。 

今後とも継続してこれらの財務書類を作成することにより、減価償却費や退職手当引

当金などの非現金支出を含めた資産・負債の状況や、１年間の行政活動に係るコストを

明らかにし、より効率的な行財政運営を実施するための資料にしたいと考えています。 
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 貸借対照表 

 

町民サービスを提供するために保有している

資産と、その資産がどのような財源で構成されて

いるかを表すものです。 

（単位：億円） 

【資産の部】 

●公共資産      679 

（道路・庁舎など） 

●投資等         77 

（出資・基金など） 

●流動資産       66 

（現金・未収金など） 

 

 

【負債の部】 

●固定・流動負債 

（地方債など）  203 

【純資産の部】 

 

資産計 

       822 

負債・純資産合計 

822 

 

 

資金収支計算書 

 

１年間の現金の動きを３つに区分したものです。 

 

（単位：億円） 

●経常的収支                            34 

●公共資産整備収支                  △ 7 

●投資・財務的収支          △26 

歳計現金増減額（収支合計）        1 

＋ 

期首歳計現金残高                        7 

＝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書 

 

 １年間の行政活動のうち、資産形成に結びつか

ない行政サービスに係る費用を表したものです。 

 

（単位：億円） 

経常行政コスト 

●人にかかるコスト                 19 

●物にかかるコスト                 52 

●移転支出的なコスト               65 

●その他のコスト                    3 

A 純経常行政コスト計             139 

B 経常収益                         3 

（使用料など） 

 

 

  

                    

 純資産変動計算書 

 

 貸借対照表の純資産の部が１年間でどのよう

に増減したかを表すものです。 

（単位：億円） 

期首純資産残高                    625 

－ 

 

 

＋ 

一般財源・補助金受入等            130 

＝ 

 

 

期末歳計現金残高                     8 

うち現金       8 

 

純資産 

            619 

純経常行政コスト（A－B）      136 

 

純経常行政コスト                136 

 

期末純資産残高                  619 

 

平成２７年度財務書類４表（普通会計） 

第１章 普通会計財務書類 

１. 財務書類４表の概要 

（１）財務書類４表の関係 

普通会計の財務書類４表は、下記の図のように関連しています。 
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（２）財務書類の作成基準 

 

 総務省の「新地方公会計制度研究会報告書」、「新地方公会計制度実務研究会報告書」

及び「新地方公会計モデルにおける資産評価実務手引及び連結財務書類作成手引」に基

づき、以下の基準により作成しました。 

① 普通会計を対象としています。 

普通会計とは、地方公共団体の会計のうち公営事業会計を除く会計をいいます。

周防大島町における普通会計とは、おおむね一般会計です。 

②  作成基準日・対象期間 

貸借対照表は、平成２８年３月３１日を作成基準日としています。 

行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書は、平成２７年４月１日 

～平成２８年３月３１日を作成対象期間としています。ただし、出納整理期間中（平

成２８年４月１日～５月３１日）の出納については、基準日及び対象期間までに終

了したものとして処理しています。 

③ 有形固定資産 

有形固定資産は、取得原価により計上しています。昭和４４年度以降の決算統計 

による普通建設事業費を集計し、減価償却計算を実施した後の金額を計上していま

す。一方、普通建設事業のうち、町以外の団体に補助金又は負担金として支出した

金額については、町が所有する資産ではないため、有形固定資産として計上してい

ませんが、貸借対照表の注記で支出区分や支出額を示しています。 

④ 減価償却 

土地以外の有形固定資産については、総務省の報告書に定められた耐用年数によ

り定額法で取得年度の翌年度から減価償却を行なっています。 

  

   

 

 

 

 

 



　２．貸借対照表

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 16,431,999

①生活インフラ・国土保全 15,577,115 (2) 長期未払金

②教育 12,904,723 ①物件の購入等

③福祉 825,322 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 3,815,043 ③その他

⑤産業振興 30,473,535 長期未払金計 0

⑥消防 364,011 (3) 退職手当引当金 1,964,728

⑦総務 3,868,020 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 67,827,769 固定負債合計 18,396,727

(2) 売却可能資産 82,242

公共資産合計 67,910,011 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,787,793

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 6,178,557 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 108,392

投資及び出資金計 6,178,557 流動負債合計 1,896,185

(2) 貸付金 78,830

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 20,292,912

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 879,700

③土地開発基金 270,772

④その他定額運用基金 50,982 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 83,096 １　公共資産等整備国県補助金等 26,788,657

基金等計 1,284,550

(4) 長期延滞債権 148,004 ２　公共資産等整備一般財源等 38,732,879

(5) 回収不能見込額 △ 32,075

投資等合計 7,657,866 ３　その他一般財源等 △ 3,724,497

３　流動資産 ４　資産評価差額 70,923

(1) 現金預金

①財政調整基金 5,175,331 純　 資　 産　 合　 計 61,867,962

②減債基金 603,433

③歳計現金 795,628

現金預金計 6,574,392

(2) 未収金

①地方税 22,643

②その他 4,657

③回収不能見込額 △ 8,695

未収金計 18,605

流動資産合計 6,592,997

資　　産　　合　　計 82,160,874 負 債 ・ 純 資 産 合 計 82,160,874

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち13,507,858千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 31,396,428 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 18,219,792 千円 18,219,792 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 11,014,084 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 280,920 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 1,881,632 千円 1,881,632 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 26,941,861 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 6,780,616 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 624,157 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 19,537,088 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 4,454,567 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は6,394,418千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は84,195,182千円です。

－4－

328,697

貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0

5,997,049

25,982

454,293

430,985

1,840,139

10,192

817,973

9,474,325

1,506,242

1,829,968

6,138,115

9,474,325

0

0

0

0

0

11,014,084

280,920

0

0

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】
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２. 貸借対照表 

（１）貸借対照表とは 

 周防大島町が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産

をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に表示した一覧表で、資産

合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表であることから、バ

ランスシートとも呼ばれます。 

 

（２）貸借対照表の見方 

 ①資産の部 

   資産とは、自治体が住民サービスを提供するために使用する資産（有形固定資産）

と将来自治体に資金流入をもたらす資産（売却可能資産、投資等及び流動資産）に

分かれます。 

◇公共資産 

（ⅰ）有形固定資産 

長期にわたって町民の皆様に住民サービスを提供するために使用されるもので、

土地・建物などが該当し、目的別に分類されます。主な分類は以下のとおりです。 

  生活インフラ・国土保全・・・道路・橋梁など 

  教育・・・・・・・・・・・・学校・体育施設など 

  福祉・・・・・・・・・・・・保育所など 

環境衛生・・・・・・・・・・ごみ焼却場など 

産業振興・・・・・・・・・・農道・漁港・観光施設など 

消防・・・・・・・・・・・・防火水槽など 

総務・・・・・・・・・・・・庁舎など 

（ⅱ）売却可能資産 

  公共資産のうち、遊休資産や未利用資産など現在、行政財産として直接使用され

ていない資産の中で、売却可能と見込まれる資産を表しています。 

  土地は固定資産税評価額の同一地目・一定地域ごとの平均単価を基準に算出して

います。 
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◇投資等 

（ⅰ）投資及び出資金 

  一部事務組合や第三セクター等に対する出資及び出捐金です。 

（ⅱ）貸付金 

  町が町民等に対して貸し付けている資金の残高です。 

（ⅲ）基金等 

  特定の目的のために、積み立てている特定目的基金と定額の資金を運用する定額

運用資金です。周防大島町では、福祉振興基金や土地開発基金、退職手当組合積立

金等です。 

（ⅳ）長期延滞債権 

  貸付金、地方税などの中で、納期が１年以上経過しているにも関わらず納付され

ていない未収金が該当します。 

（ⅴ）回収不能見込額 

  貸付金・長期延滞債権のうち、過去５年間の実績を踏まえ、翌年度以降に回収不

能となる可能性のある額を計上しています。 

 

◇流動資産 

（ⅰ）現金預金 

  財政調整基金、減債基金のように将来の不測の支出や、地方債の償還に備えて積

立てられている基金と、年度内の収入から支出を差し引いた歳計現金があります。 

（ⅱ）未収金 

  その年の収入として調定したにも関わらず、収入されていない地方税、住宅使用

料などを計上しています。過去５年間の不能欠損などの実績を基に、未収金のうち

回収不能見込額を計上しています。 

 

②負債の部 

負債とは、将来、支払い義務の履行により自治体から資金流出をもたらすもので、

「将来世代が負担する部分」という見方ができます。負債は、固定負債と流動負債

に分類されます。 
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◇固定負債 

  固定負債とは、基準日の翌日から１年以上先に返済される債務のことです。 

（ⅰ）地方債 

   主に有形固定資産の形成のために、町が発行した地方債の元金の残高のうち、

翌々年度以降に償還する予定の金額が計上されています。 

 （ⅱ）長期未払金 

   既に物件の取得のあった債務負担、または債務の確定した債務保証及び損失補償 

に相当する額のうち翌々年度以降の支出予定額ですが、周防大島町にはありません。 

 （ⅲ）退職手当引当金  

   平成２７年度末ですべての職員が退職した場合に必要となる退職手当です。  

   退職コストは、支給時に一時的に発生するものではなく、職員の在籍期間を通じ 

て徐々に発生していくという考え方に基づき、年度末の要支給額を見積り計上して 

います。 

 

 ◇流動負債 

  １年以内に返済しなければならない債務です。 

（ⅰ）翌年度償還予定地方債 

   平成２８年度中に償還予定の地方債です。 

（ⅱ）短期借入金 

   収入が不足する場合に、翌年度の収入を繰り上げて使用した金額です。周防大島

町にはありません。 

（ⅲ）未払金 

   既に物件の取得のあった債務負担、または債務の確定した債務保証及び損失補償 

に相当する額のうち、翌年度支出予定の額ですが、周防大島町にはありません。 

（ⅳ）翌年度支払予定退職手当 

   平成２８年度中に退職する予定の職員の退職手当支出予定額です。周防大島町の

ように退職手当組合に加入している団体は、当該額は生じません。 

（ⅴ）賞与引当金 

   平成２８年６月に支給された賞与のうち、平成２７年度中の勤務期間相当分（平

成２７年１２月～平成２８年３月分）を計上しています。 
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③純資産の部 

  純資産とは、資産と負債の差額です。純資産は、公共資産等の住民サービスを提供

するために保有する財産の財源としてみた場合、現世代が既に負担をした部分（これ

までに収納した国県からの補助金や税金）を表していると考えられます。 

資産と負債及び純資産との関係は「資産＝負債＋純資産」となっています。 

 

（ⅰ）公共資産等整備国県補助金等 

   住民サービスを提供するための公共資産を取得した財源のうち、国・県からの補

助金受入額です。有形固定資産の減価償却に合わせて償却を行ないます。 

（ⅱ）公共資産等整備一般財源等 

   住民サービスを提供するための公共資産を取得した財源のうち、国・県からの補

助金や地方債等を除いた部分です。 

（ⅲ）その他一般財源等 

   一般財源のうち上記（ⅱ）の公共資産の形成に充てられたもの以外の一般財源を

示しています。「資産合計－負債合計－その他の一般財源等以外の純資産合計」に

より算出された金額です。翌年度以降に自由に使える財源を表しますが、その他一

般財源等がマイナスであるということは、翌年度以降の負担額のうち、一部は既に

使途が拘束されていることを意味します。具体的には、退職手当引当金や臨時財政

対策債・減税補てん債など、資産形成につながらない負債に対して、それらの支出

に対する備えが蓄えられていないことを表しています。 

   その他一般財源等のマイナス額が大きいことは好ましいことではありませんが、

多くの団体はその他一般財源等がマイナスになると思われます。特に臨時財政対策

債・減税補てん債などは、地方交付税の代替措置として発行が認められたものであ

り、償還財源は、将来の地方交付税収入により賄うことが見込まれています。 

 （ⅳ）資産評価差額 

   売却可能資産を時価評価したことによる評価額の変動によるもので、新たに売却

可能資産を計上した場合や、資産の評価替えによって変動した額が計上されます。 

資 産 

【住民の財産】 

将来に引き継ぐ社会資本

や債務弁済財源等の金額 

純 資 産 

【現世代の負担】 

現世代が既に負担し、支払

いが済んでいる資産 

負 債 

【将来世代の負担】 

将来世代が負担しなけれ

ばならない債務 

＝ ＋ 
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④注記（表下部） 

（ⅰ）他団体及び民間への支出金により形成された資産 

  住民のための公共資産は、国・県をはじめ他団体へ支出した負担金・補助金によ

り形成される場合があります。ここでは、町が直接実施した事業以外の公共資産を

減価償却した後、行政目的別に計上しています。 

（ⅱ）債務負担行為に関する情報 

  貸借対照表上の「長期未払金」「未払金」に計上されたもの以外に将来負担とな

る可能性のあるものが計上されています。 

（ⅲ）地方交付税の算定基礎に含まれる地方債残高 

  貸借対照表に計上された地方債（地方債＋翌年度償還予定地方債）について、償

還する元利金の一部が、後に交付される地方交付税の算定基礎となる場合がありま

す。該当する主な地方債は、過疎対策事業債・合併特例債・公共事業等債・臨時財

政対策債などです。 

（ⅳ）普通会計の将来負担に関する情報 

  地方公共団体財政健全化法が施行され、地方公共団体の財政健全化を判断する比

率の１つである「将来負担比率」に関する情報が計上されています。普通会計の将

来負担として見込まれる金額及び、将来負担を軽減する財源として見込まれる金額

を計上しています。 

 （ⅴ）土地及び減価償却累計 

   有形固定資産のうち、土地の金額と減価償却の累計額を注記しています。これに

より、どの程度減価償却が進んできたかがわかります。 

 

（３）貸借対照表を活用した財務分析 

 ①社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本の整備の結果を示す公共資産のうち、純資産の割合をみることにより、こ

れまでの世代（過去及び現世代）が既に負担した割合を見ることができます。また、

地方債に着目することにより、将来返済しなければならない今後の世代（将来世代）

の負担割合をみることができます。 

  

 



－10－ 

 

【計算式】 

これまでの世代の負担率（％）＝ 純資産合計 ÷ 公共資産合計 × １００ 

H19〔75.7％〕、 H20〔77.8％〕、 H21〔79.7％〕、 H22〔82.1％〕、 H23〔83.6％〕、 

H24〔85.5％〕、H25〔87.4％〕、 H26〔89.3％〕、 H27〔91.1％〕 

将来世代の負担率（％）＝ 地方債残高 ÷ 公共資産合計 × １００ 

H19〔30.3％〕、 H20〔29.3％〕、 H21〔28.8％〕、 H22〔28.6％〕、 H23〔28.5％〕、 

H24〔28.3％〕、H25〔27.7％〕、 H26〔27.3％〕、 H27〔26.8％〕 

公共資産が長期間にわたって住民サービスに供されるものであることから、一概に 

これまでの世代の負担割合が高いほうがよいとはいえませんが、財政の健全性の視点か

ら考えると、将来世代の負担割合が高いよりも、これまでの世代が既に負担した割合が

ある程度高い方が望ましいと考えられます。平均的な値としては、これまでの世代の負

担率は５０％～９０％、将来世代の負担率が１５％～４０％の間の比率になります。 

 

 ②有形固定資産の行政目的割合 

  貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的割合をみることにより、行政分野

ごとの公共資産形成の比率を把握することができます。 

 

○有形固定資産の行政目的別割合の推移           （単位：千円） 

行 政 目 的  

平成 27年度 平成 26年度 

有形固定資産額 割 合 有形固定資産額 割 合 

生活インフラ・国土保全 15,577,115 23.0％ 15,747,802 22.5％ 

教 育 12,904,723 19.0％ 13,056,449 18.7％ 

福 祉 825,322 1.2％ 892,955 1.3％ 

環 境 衛 生  3,815,043 5.6％ 4,036,353 5.8％ 

産 業 振 興  30,473,535 44.9％ 31,640,361 45.3％ 

消 防 364,011 0.6％ 453,035 0.6％ 

総 務 3,868,020 5.7％ 4,027,333 5.8％ 

合 計 67,827,769 100.0％ 69,854,288 100.0％ 
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 周防大島町の場合、産業振興が最も高く、有形固定資産の約１／２を占めています。 

これは、漁港、海岸保全、農道、商工観光施設といった産業振興分野に重点を置いた資

産形成を行なってきた傾向の表れです。 

 また、平成２６年度に比べ平成２７年度の有形固定資産額が減少しているのは、新た

な資産の形成が既存施設等の減価償却額を下回り、資産の老朽化が進行していることが

原因と考えられます。 

 

 



　　３．行政コスト計算書

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,680,051 12.1% 65,495 197,645 199,268 170,045 200,698 53,292 701,405 92,203 0

（２）退職手当引当金繰入等 114,965 0.8% 4,943 13,566 15,980 13,106 14,486 2,299 49,205 1,380 0

１ （３）賞与引当金繰入額 108,392 0.8% 3,794 12,790 13,007 11,056 12,573 3,469 45,633 6,070 0

小　　計 1,903,408 13.7% 74,232 224,001 228,255 194,207 227,757 59,060 796,243 99,653 0

（１）物件費 1,796,643 12.9% 78,123 481,407 146,016 380,884 299,346 44,618 358,002 8,170 77

（２）維持補修費 115,261 0.8% 13,897 18,249 189 76,233 2,013 0 4,680 0

（３）減価償却費 3,305,342 23.8% 522,296 441,244 73,357 288,208 1,582,924 95,938 301,375 0

小　　計 5,217,246 37.6% 614,316 940,900 219,562 745,325 1,884,283 140,556 664,057 8,170 0 77

（１）社会保障給付 1,844,095 13.3% 7,688 1,833,774 2,633

（２）補助金等 1,047,377 7.5% 929 67,363 173,960 21,326 370,042 325,678 86,019 2,060 0

３ （３）他会計等への支出額 3,416,372 24.6% 233,142 0 1,601,881 1,367,096 214,253 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

175,828 1.3% 48,061 3,184 30,992 6,468 80,963 1,200 4,960 0 0

小　　計 6,483,672 46.7% 282,132 78,235 3,640,607 1,397,523 665,258 326,878 90,979 2,060 0

（１）支払利息 269,100 1.9% 269,100

（２）回収不能見込計上額 12,594 0.1% 12,594

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 281,694 2.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 269,100 12,594 0

13,886,020 970,680 1,243,136 4,088,424 2,337,055 2,777,298 526,494 1,551,279 109,883 269,100 12,594 77

（　構　成　比　率　） 7.0% 9.0% 29.4% 16.8% 20.0% 3.8% 11.2% 0.8% 1.9% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 201,520 55,904 5,583 11,776 25,794 29,811 157 15,993 0 5,953 50,549

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 92,125 0 5,000 75,695 0 1,137 0 7,493 0 0 2,800

293,645 55,904 10,583 87,471 25,794 30,948 157 23,486 0 5,953 0 53,349

ｄ／ａ 2.1% 5.8% 0.9% 2.1% 1.1% 1.1% 0.0% 1.5% 0.0% 2.2% 0.0%

13,592,375 914,776 1,232,553 4,000,953 2,311,261 2,746,350 526,337 1,527,793 109,883 263,147 12,594 77 △ 53,349

－
1
2
－

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

行政コスト計算書
自　平成２７年４月 １ 日

至　平成２８年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ
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３. 行政コスト計算書 

（１）行政コスト計算書とは 

 行政コスト計算書は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち、

福祉活動やごみ収集といった資産形成に結びつかない行政サービスにかかる経費と、そ

の行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させた財務書類です。企業など

が決算で用いる損益計算書に相当します。 

 損益計算書が企業における１年間の収益と費用を表し、その企業の経営状況が健全か

否かを表すのに対し、行政コスト計算書は利益の追求を目的としている企業とは異なり、

人的サービスや給付サービスなどの行政コストの把握を行なうために用います。 

 貸借対照表が、期末における資産や負債の状況を表すのに対して、行政コスト計算書

は貸借対照表に計上していない、１年間の行政サービスを提供するにあたって、人件費

や社会保障給付といったどのような性質の経費が用いられたか、またその行政サービス

の提供に対する使用料や手数料といった受益者負担が、どの程度あったかを把握するこ

とができます。 

（２）行政コスト計算書の見方 

 行政コスト計算書は、「経常行政コスト」と「経常収益」からなり、これらを差し引

きしたものが「純経常行政コスト」です。行政サービスを提供する上で、本来、最も重

要な財源である地方税等の一般財源等は、経常収益に含めていないため、経常行政コス

トは大幅なコスト超過になっています。 

純経常行政コストは、民間企業の損益計算書で表される利益の概念とは異なり、資産

形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するために用いられた経費から、受益

者負担金などの収益で賄われたものを差し引いた額で、地方税や国・県からの交付金等

といった一般財源等で賄わなければならないコストを表します。 

経常費用の項目 

 ①人にかかるコスト・・・・人件費、退職手当引当金繰入等、賞与引当金繰入等 

 ②物にかかるコスト・・・・物件費、維持補修費、減価償却費等 

 ③移転支出的なコスト・・・社会保障給付、補助金等、他会計・他団体への支出額 

 ④その他のコスト・・・・・公債費の支出利息、回収不能見込額、その他行政コスト 

 経常収益 ・・・・・・・・施設利用料、保育料などの受益者負担金 

 純経常行政コスト ・・・・地方税などの一般財源、国県補助金等  
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【性質別】 

○行政コスト計算書（性質別）                        （単位：千円） 

 

 行政コスト計算書では、実際に現金支出のあった人件費・物件費といった現金主義に

おける科目と、退職手当引当金繰入等・減価償却費といった発生主義の科目が表示され

ています。 

具体的には、人にかかるコストのうち退職手当金繰入等は、職員がこの１年間に勤務

したことにより発生する退職手当の増加分を示すもので、＜当該年度退職手当引当金－

当該年度退職手当組合積立金－前年度退職手当引当金＋前年度退職手当組合積立金＋

当該年度退職手当組合負担金＞の計算式で計上しています。 

 減価償却費は、公共施設など有形固定資産（土地を除く）が行政サービスのために使

用され磨耗損耗することをコストとして捉え、耐用年数に基づいて毎年資産価値が減少

する経費を計上しています。 

 

 

 

 

 

 

 平成 27年度 

総  額 構成比率 

経常行政コスト A 13,886,020 100.0％ 

（１）人にかかるコスト 

（２）物にかかるコスト 

（３）移転支出的なコスト 

（４）その他のコスト 

1,903,408 

5,217,246 

6,483,672 

281,694 

13.7％ 

37.6％ 

46.7％ 

2.0％ 

経常収益 B 293,645 100.0% 

純経常行政コスト（A－B） 13,592,375 ― 

受益者負担率（B／A） 2.1％ ― 
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【目的別】 

○行政コスト計算書（目的別分析）                      （単位：千円） 

 

行政コストを目的別にみると、その自治体がどの分野に力を入れているか把握するこ

とができます。例えば、大都市周辺では、教育にかかる経常行政コストの割合が高くな

ります。これは大都市圏で働く保護者の児童のための教育サービスを重視していると考

えられます。また海岸部であれば、港湾・漁港を所有しているため、生活インフラ・国

土保全、産業振興の割合が高くなるといった特徴が現われるといわれています。 

 周防大島町は、福祉、環境衛生、産業振興の割合が高くなっています。福祉にかかる

コストついては主に、社会保障給付費、国民健康保険事業特別会計及び介護保険事業特

別会計等への支出額（繰出金）によるものです。環境衛生にかかるコストについては主

に、町立病院への支出額やごみ焼却施設等の減価償却費によるもので、産業振興にかか

るコストについては主に、漁港・農道・商工観光施設等の減価償却費によるものです。 

 

 

 

 平成 27年度 

総  額 構成比率 

経 常 行 政 コ ス ト  13,886,020 100.0% 

生活インフラ・国土保全 

教 育 

福 祉 

環 境 衛 生  

産 業 振 興  

消 防 

総 務 

議 会 

支 払 利 息  

回収不能見込計上額  

そ の 他 

970,680 

1,243,136 

4,088,424 

2,337,055 

2,777,298 

526,494 

1,551,279 

109,883 

269,100 

12,594 

77 

7.0％ 

9.0％ 

29.4％ 

16.8％ 

20.0％ 

3.8％ 

11.2％ 

0.8％ 

1.9％ 

0.1％ 

0.0％ 
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（３）行政コスト計算書を使った分析 

 ①行政コスト対公共資産比率 

 

 【計算式】 

  行政コスト対公共資産比率（％）＝ 経常行政コスト ÷ 有形固定資産 × １００ 

  

 ○行政コスト対公共資産比率 

  （単位：千円） 

 

福祉分野での行政コスト対公共資産比率が極めて高くなっていますが、これは福祉

分野での行政サービスが、高齢者や障害者への援護措置、並びに、生活保護などの扶

助費や児童手当の支給が中心で、有形固定資産に依らない行政サービスを行なってい

ることが要因です。 

  このように行政目的ごとの比率はばらつきますが、全体では１０％～３０％の間  

 が平均的比率とされています。 

 行政コスト計算書 

（経常行政コスト） 

貸借対照表 

（有形固定資産） 

行政コスト対 

公共資産比率 

総  額 構成比率 総 額 構成比率 

生活インフラ・国土保全 

教 育 

福 祉 

環 境 衛 生  

産 業 振 興  

消 防 

総 務 

議 会 

支 払 利 息  

回収不能見込計上額  

そ の 他 

970,680 

1,243,136 

4,088,424 

2,337,055 

2,777,298 

526,494 

1,551,279 

109,883 

269,100 

12,594 

77 

7.0％ 

9.0％ 

29.4％ 

16.8％ 

20.0％ 

3.8％ 

11.2％ 

0.8％ 

1.9％ 

0.1％ 

0.0％ 

15,577,115 

12,904,723 

825,322 

3,815,043 

30,473,535 

364,011 

3,868,020 

― 

― 

― 

― 

23.0％ 

19.0％ 

1.2％ 

5.6％ 

44.9％ 

0.6％ 

5.7％ 

― 

― 

― 

― 

6.2％ 

9.6％ 

495.4％ 

61.3％ 

9.1％ 

144.6％ 

40.1％ 

― 

― 

― 

― 

合 計 13,886,020 100.0% 67,827,769 100.0% 20.5％ 
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 ②受益者負担率 

  

 【計算式】 

  受益者負担比率（％）＝ 経常収益 ÷ 経常行政コスト × １００ 

   

 ○受益者負担率 

 
生活インフラ 

・国土保全 
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 議会 

周防大島町 5.8％ 0.9％ 2.1％ 1.1％ 1.1％ 0.0％ 1.5％ 0.0％ 

 

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経

常収益の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定できます。 

  受益者負担率の平均値は２％～８％といわれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　　４．純資産変動計算書

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 62,467,920 27,974,293 38,884,311 △ 4,462,295 71,611

純経常行政コスト △ 13,592,375 △ 13,592,375

一般財源

地方税 1,340,853 1,340,853

地方交付税 8,423,309 8,423,309

その他行政コスト充当財源 900,892 900,892

補助金等受入 2,328,051 192,637 2,135,414

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 639,086 △ 639,086

公共資産処分による財源増 0

貸付金・出資金等への財源投入 78,289 △ 78,289

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 97,841 97,841

減価償却による財源増 △ 1,378,273 △ 1,927,069 3,305,342

地方債償還に伴う財源振替 1,156,103 △ 1,156,103

資産評価替えによる変動額 △ 688 △ 688

無償受贈資産受入 0

その他 0 0

期末純資産残高 61,867,962 26,788,657 38,732,879 △ 3,724,497 70,923

純資産変動計算書
自　平成２７年４月 １ 日

至　平成２８年３月３１日

－
18－

 

 



－19－ 

 

４. 純資産変動計算書 

（１）純資産変動計算書とは 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産に計上されている数値が、１年間でどのよ

うに変動したかを表しています。今までの世代が蓄積してきた財源の変動の様子を見る

ことができます。 

 

（２）純資産変動計算書の見方 

 純資産変動計算書における純資産の変動は、これまでの世代と将来世代との間での負

担配分の変動を意味します。例えば純資産の減少は、これまでの世代が将来世代にとっ

ても利用可能であった資産を消費して行政サービスを享受する一方で、将来世代にその

分の負担が先送りされたことを意味します。逆に純資産の増加は、これまでの世代が自

らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味するので、その分将

来世代の負担は軽減されたことになります。 

 純資産変動計算書には、行政コスト計算書で算定された「純経常行政コスト」が転記

されています。純経常行政コストに対して経常的な収入（一般財源及び補助金等受入）

が、どの程度調達できているかをみることにより、純経常行政コストが受益者負担以外

の経常的な収入によって、どの程度賄われているかがわかります。 

 科目振替は、資本的な収入及び支出に伴う振替で、いままで拘束されていなかった一

般財源が、公共資産整備、貸付及び出資金等といった資産に振替られたことを表してい

ます。また、逆に貸付金などの資産が回収されると、拘束されていない一般財源に振替

られています。 

 減価償却については、資産価値減少に伴う公共資産等整備国県補助金・一般財源分の

減少であり、一年間の減価償却分については、純経常行政コストに含まれており重複す

ることから、ここで振り替えて全体の均衡を保っています。 

 地方債償還等による財源振替は公共資産等整備のために発行した地方債を償還する

ことにより、公共資産等整備一般財源が増加したが、償還の財源となったその他の一般

財源が減少したことを意味します。 

 資産評価差額は、貸借対照表において新たに計上した売却可能資産の金額や、資産の

評価替えに伴う差額が計上されます。 
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〔貸借対照表と純資産変動計算書の関係図〕 

 

前年度貸借対照表 

 

純資産変動計算書 

 

          

今年度貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 産 

負 債 

 

 

純 資 産 

期首純資産残高 

 

 

純資産の変動 

期末純資産残高 

 

資 産 

負 債 

純 資 産 



５．資金収支計算書

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成２７年度における一時借入金の借入限度額は3,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は41千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

1,797,038

- 21 -

資金収支計算書
自　平成２７年４月　１日

至　平成２８年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,033,728

411,570

1,844,095

1,047,377

269,100

2,980,513

115,261

10,087,112

1,333,173

8,423,309

2,059,398

160,008

84,815

497,095

524,686

48,159

479,192

13,524,310

3,437,198

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,278,424

175,832

13,744

1,468,000

236,502

0

16,599

1,837

752,033

△ 715,967

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

377,548

5,045

437,079

1,862,027

659,545

2,681,699

32,151

6,989

0

0

484

56,927

96,551

△ 2,585,148

0

136,083

344,528
1,589,916

795,628

14,372,894
1,021,781

0
14,236,811
2,131,086
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５. 資金収支計算書 

（１）資金収支計算書とは 

 資金収支計算書は、１年間の歳計現金の動きを３つに区分し表示した財務書類です。

会計年度末における歳計現金の残高を表すため、財務書類４表のなかで唯一現金主義に

基づいて作成されており、その数値は貸借対照表の流動資産 歳計現金と一致します。 

 町の支出（歳出）をその性質に応じて、経常的支出、公共資産整備支出、投資・財務

的支出の３つに区分し、それに対応する財源を収入（歳入）として表示し、その会計年

度の収支の実態を反映させています。このように分類することにより、どのような要因

で資金が増減したのかがわかりやすくなります。 

 

（２）資金収支計算書の見方 

 ①経常的収支の部 

  人件費、物件費、社会保障給付（扶助費）など、町政を運営する上で、毎年度経常

的・継続的に収入・支出されるもの。 

  収入のうち、地方債発行額が計上されていますが、主には臨時財政対策債など地方

交付税の代替となる財源です。支出との差額は公共資産整備や地方債償還に充当され

ることになります。 

 ②公共資産整備収支の部 

  道路、学校、漁港など主に貸借対照表の有形固定資産形成のための支出及びその財   

 源。 

 ③投資・財務収支の部 

  投資及び出資金、貸付金、基金への積立金、地方債(元金)の償還額などの経費及び 

その財源。 

④注記 

 注記の欄は地方債の発行・償還や財政調整基金・減債基金の積立・取崩しを除いた 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）が掲載されています。周防大島町の場合プ

ラスとなっています。これは地方債償還費を除いた歳出が、地方債発行額を除く税収

等で賄われている状態であり、新たに地方債を発行しない財政運営が可能ということ

を意味します。すなわち、現在の行政サービスにかかる費用は、将来世代に先送りす

ることなく、現在の税収などで賄うという財政秩序が守られている状態といえます。 
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〔資金収支計算書での資金の流れ〕 

公共資産整備収支の部 

 

公共資産 

整備支出 

 

公共資産 

整備収入 

収支不足 

 

 

 

 

 

 

 

（３）資金収支計算書を使った財政分析 

 ①地方債の償還可能年限 

 【計算式】 

  地方債の償還可能年限（年）＝ 地方債残高 ÷ 経常的収支額 

 

○地方債の償還可能年限 

 

   

 

地方公共団体の抱えている地方債を経常的に確保できる収入で返済した場合に何

年で償還できるかを表す指標です。 

  ここでいう地方債残高とは貸借対照表の固定負債「地方債」、「長期未払金」と流動

負債「翌年度償還予定地方債」、「未払金」であり、経常的収支額とは、資金収支計算

書の経常的収支額から、地方債発行額と基金取崩額を控除したものです。 

平均的な値は３年から９年の間の年数ですが、小さければ小さいほど負債の経常的

収支に対する負担は軽く、償還能力が高いといえます。 

経常的収支の部 

 

経常的支出 

 

 

経常的収入 

収支余剰 

投資・財務的収支の部 

 

投資・ 

財務的支出 

 

 

投資・ 

財務的収入 

収支不足 

 平成２７年度 平成２６年度 

周防大島町 6.4年 6.3年 



 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 

連結財務書類 
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第２章 連結財務書類 

１. 連結財務書類４表の概要 

（１）連結財務書類とは 

周防大島町では普通会計で実施している事業のほかにも、公営事業会計で病院事業や

国民健康保険事業、下水道事業、渡船事業など、町民と密接な関わりを持つ事業を行な

っています。こうした町自らが行なう事業とは別に、一部事務組合や広域連合、公益法

人などの関係団体と連携して実施する行政サービスもあります。 

このように、町の財政は普通会計のみで成り立っているわけではないため、真の周防

大島町全体の資産・負債・行政コスト・収益等の情報に関する財務活動を分析するため

には、関連が深い会計、法人を合体させた連結財務書類を用いる必要があります。連結

財務書類は普通会計や公営事業会計に加え、町が一定割合以上出資している関係団体や

法人を一つの行政サービス実施体とみなして作成する財務書類です。 

 

（２）連結財務書類の作成基準 

 総務省の示した「新地方公会計実務研究会報告書」及び「新地方公会計モデルにおけ

る連結財務書類作成実務手引」に基づき作成しています。 

 連結の範囲は、公営事業会計（公営企業特別会計〔病院事業〕及び国民健康保険事業、

下水道事業等の特別会計）はすべて連結の対象とします。また、一部事務組合・広域連

合は原則として連結対象とし、周防大島町が資本金、基本金を５０％以上出資している

第三セクター等については、すべて連結の対象とします。５０％未満でも実質その経営

に影響力を及ぼしている団体については連結の対象とします。 

 なお、一部事務組合・広域連合は比例連結とします。各一部事務組合等への経費負担

割合に基づき連結しています。 

 連結にあたって、一部事務組合、公営事業会計（法適用除く）は、普通会計同様に決

算統計により財務書類を作成し、公営企業（病院・水道）、第三セクター等については、

それぞれの会計基準に沿って作成している法定決算書類を財務書類に当てはまるよう

に組替えを行ないました。また、連結した場合、連結対象団体は一つとなりますので、

投資出資、補助金、負担金及び繰出金などの内部取引については相殺消去しています。 
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連結貸借対照表 

 

町民サービスを提供するために保有している

資産と、その資産がどのような財源で構成されて

いるかを表すものです。 

（単位：億円） 

【資産の部】 

●公共資産     1,062 

（道路・庁舎など） 

●投資等          83 

（出資・基金など） 

●流動資産        84 

（現金・未収金など） 

 

 

●繰延勘定         0 

【負債の部】 

●固定・流動負債 

（地方債など）   403 

【純資産の部】 

 

資産計      1,229 負債・純資産合計 1,229 

 

連結資金収支計算書 

 

１年間の現金の動きを３つに区分したものです。 

（単位：億円） 

●経常的収支                           42 

●公共資産整備収支                   △8 

●投資・財務的収支          △30 

資金増減額（収支合計）          4 

＋ 

期首資金残高                         71 

＝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結行政コスト計算書 

 

 １年間の行政活動のうち、資産形成に結びつか

ない行政サービスに係る費用を表したものです。 

 

（単位：億円） 

経常行政コスト 

●人にかかるコスト                   44 

●物にかかるコスト                  104 

●移転支出的なコスト                146 

●その他のコスト                     11 

A 純経常行政コスト計               305 

B 経常収益                          96 

（使用料など） 

 

 

 

連結純資産変動計算書 

 

 貸借対照表の純資産の部が１年間でどのよう

に増減したかを表すものです。 

（単位：億円） 

期首純資産残高                     800 

－ 

 

 

＋ 

一般財源・補助金受入等             235 

   ＝ 

 

期末資金残高                     75 

うち資金       75 

純資産 

             826 

純経常行政コスト（A－B）       209 

 

純経常行政コスト                 209 

 

期末純資産残高                   826 

◇公営企業会計 

・簡易水道事業特別会計 

・下水道事業特別会計 

・農業集落排水事業特別会計 

・漁業集落排水事業特別会計 

・渡船事業特別会計 

・公営企業特別会計(病院事業) 

○一部事務組合 
・山口県市町総合事務組合 
・山口県後期高齢者医療広域連合 
・柳井地区広域消防組合 
・柳井地域広域水道企業団 
 
○三セク等 
・（公財）山口県大島郡国際文化協会 
・（有）サザンセトとうわ 
・（一社）東和ふるさとセンター 

平成２７年度財務書類４表（連結ベース） 

庁内 外部 

（３）財務書類４表の関係 

連結財務書類４表は、下記の図のように関連しています。 

 

 

○普通会計 

・一般会計 

 

○公営事業会計 

・国民健康保険事業特別会計 

・後期高齢者医療事業特別会計 

・介護保険事業特別会計 



　　２．連結貸借対照表

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 19,520,718 ①普通会計地方債 16,431,999

②教育 12,904,723 ②公営事業地方債 13,886,479

③福祉 865,973  地方公共団体計 30,318,478

④環境衛生 29,139,743 (2) 関係団体

⑤産業振興 36,223,169 ①一部事務組合・広域連合地方債 2,325,626

⑥消防 749,876 ②地方三公社長期借入金

⑦総務 3,873,090 ③第三セクター等長期借入金

⑧収益事業  関係団体計 2,325,626

⑨その他 (3) 長期未払金

有形固定資産計 103,277,292 (4) 引当金 3,838,024

(2) 無形固定資産 2,859,664 （うち退職手当等引当金） 3,049,795

(3) 売却可能資産 82,242 （うちその他の引当金） 788,229

公共資産合計 106,219,198 (5) その他

固定負債合計 36,482,128

２　投資等

(1) 投資及び出資金 216,965 ２　流動負債

(2) 貸付金 200,021 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 7,495,276 ①地方公共団体 2,846,794

(4) 長期延滞債権 327,442 ②関係団体 277,939

(5) その他 145,755  翌年度償還予定額計 3,124,733

(6) 回収不能見込額 △ 74,123 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む）

投資等合計 8,311,336 (3) 未払金 276,910

(4) 翌年度支払予定退職手当 6,528

(5) 賞与引当金 312,366

３　流動資産 (6) その他 51,465

(1) 資金 7,527,684 流動負債合計 3,772,002

(2) 未収金 796,722

(3) 販売用不動産 負　　債　　合　　計 40,254,130

(4) その他 50,611

(5) 回収不能見込額 △ 25,374

流動資産合計 8,349,643

純　 資　 産　 合　 計 82,626,047

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 122,880,177 負債及び純資産合計 122,880,177

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 0 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）

③その他 409,985 千円

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち１９，５３７，０８８千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

連結貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　　　　３．連結行政コスト計算書

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 4,238,319 13.9% 159,983 197,645 364,533 2,158,091 281,672 278,599 705,554 92,242

（２）退職手当等引当金繰入等 65,623 0.2% 19,878 13,566 20,108 90,942 14,954 15,807 △ 111,012 1,380

１ （３）賞与引当金繰入額 144,122 0.5% 10,832 12,790 22,613 15,492 13,335 17,081 45,909 6,070

小　　計 4,448,064 14.6% 190,693 224,001 407,254 2,264,525 309,961 311,487 640,451 99,692

（１）物件費 5,257,471 17.3% 183,755 481,407 247,625 3,458,928 444,849 70,631 362,020 8,179 77

（２）維持補修費 236,444 0.8% 33,007 18,249 189 153,974 25,730 353 4,942

（３）減価償却費 4,879,367 16.0% 649,010 441,244 83,521 1,472,698 1,788,791 142,518 301,585

小　　計 10,373,282 34.0% 865,772 940,900 331,335 5,085,600 2,259,370 213,502 668,547 8,179 77

（１）社会保障給付 7,528,125 24.7% 7,688 7,517,804 2,633

（２）補助金等 6,846,946 22.5% 3,600 67,363 6,241,512 47,564 382,161 17,379 85,298 2,069

（３）他会計等への支出額

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

175,828 0.6% 48,061 3,184 30,992 6,468 80,963 1,200 4,960

小　　計 14,550,899 47.7% 51,661 78,235 13,790,308 56,665 463,124 18,579 90,258 2,069

（１）支払利息 602,676 2.0% 602,676

（２）回収不能見込計上額 32,055 0.1% 32,055

（３）その他行政コスト 470,474 1.5% 177,096 62,866 230,512

小　　計 1,105,205 3.6% 177,096 62,866 230,512 602,676 32,055

30,477,450 1,108,126 1,243,136 14,705,993 7,469,656 3,262,967 543,568 1,399,256 109,940 602,676 32,055 77

（　構　成　比　率　） 3.6% 4.1% 48.3% 24.5% 10.7% 1.8% 4.6% 0.4% 2.0% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 202,507 55,904 5,583 11,776 25,794 29,811 471 16,666 5,953 50,549

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 2,853,474 587 5,000 2,825,530 2,982 7,493 11,882

３ 保 険 料 1,337,646 1,337,646

４ 事 業 収 益 4,021,178 88,444 3,530,708 402,026

５ その他特定行政サービス収入 1,157,261 3,919 25,176 1,124,021 4,145

9,572,066 148,854 10,583 4,200,128 4,680,523 438,964 471 24,159 5,953 62,431

ｂ／ａ 31.4% 13.4% 0.9% 28.6% 62.7% 13.5% 0.1% 1.7% 1.0%

20,905,384 959,272 1,232,553 10,505,865 2,789,133 2,824,003 543,097 1,375,097 109,940 596,723 32,055 77 △ 62,431

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計 b

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

－
2
7
－

連結行政コスト計算書
自　平成２７年４月 １ 日

至　平成２８年３月３１日

２

３

４



４. 連結純資産変動計算書

期首純資産残高 80,051,924

純経常行政コスト △ 20,905,384

一般財源

地方税 1,340,853

地方交付税 8,423,309

その他行政コスト充当財源 2,797,919

補助金等受入 6,905,957

臨時損益

災害復旧事業費 0

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

収益事業純損失 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 △ 688

無償受贈資産受入 0

その他 4,012,157

期末純資産残高 82,626,047

－28－

連結純資産変動計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日

（単位：千円）

純 資 産 合 計



　　５．連結資金収支計算書

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

－29－

1,333,173

連結資金収支計算書
自　平成２７年４月　１日

至　平成２８年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

4,410,480

5,157,078

7,528,125

6,845,751

602,676

708,978

25,253,088

467,088

8,423,309

6,584,504

160,995

2,844,261

1,319,527

3,980,395

3,295,821

667,456

0

0

356,845

894,425

29,433,374

4,180,286

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,765,605

175,832

0

0

0

0

1,941,437

253,694

0

0

16,599

2,545

1,167,263

△ 774,174

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

39,972

110,599

5,045

3,206,530

80,854

0

0

1,963

3,364,109

90,849

22,906

68,657

132,900

0

484

0

7,527,684

396,650

△ 2,967,459

0

438,653

7,095,360

△ 6,329


